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地方都市での自動車通勤からの転換意向形成の促進を目指し，健康意識および環境意識に対応した適切
な情報提示の組み合わせに着目する．このため，徳島市の通勤者を対象とした意向調査に基づいて，健康
および環境に関わる情報提示による自動車通勤からの転換意向形成の効果を把握するとともに，転換意向
形成に関わる要因を特定することを目的とする．この結果，転換意向のない自動車通勤者に対しても，適
切な情報提示により転換意向が形成される可能性が示された．情報提示を含まない単純要請による転換意
向形成には，積極的運動意識だけでなく，環境問題への関心が影響することがわかった．情報提示による
転換意向形成効果に関しては，疾患リスク，身体活動量および地球環境問題についての情報を組み合わせ
た提示の効果が高いことがわかった． 
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1. はじめに 
 
現在，我が国の多数の地方都市では，自動車依存社会
となっている．これに対して，過度な自動車の利用を自
発的に控えることを促すコミュニケーションを用いた取
り組みとして，モビリティマネジメント(MM)が各地で
実施されている1)．これまで，自動車利用による温室効
果ガス排出量削減の観点からもMMが着目されてきた． 
一方，生活習慣病の予防を目指して，健康に配慮した
生活行動を促進する必要性が唱えられている．したがっ
て，自転車・徒歩による移動での身体活動量を向上させ
るためにも，環境意識だけでなく健康意識にも配慮した
MMを実施する必要がある． 
本研究では，自動車依存度の高い地方都市を対象とし
て，環境への関心を考慮するだけでなく，主体の健康に
配慮した行動に対する準備状態にも対応した情報提供を
含むMMの方法の確立に向けて，通勤での自動車利用を
控える意向を生じさせる情報提供内容と適切な組み合わ
せを把握することを目的とする．具体的には，徳島市を
対象地域として，通勤者を対象とした意向調査において，
健康および環境に関わる情報を提示することにより，自
動車通勤からの転換意向形成の効果を把握する． 
対象地域は，全国的に見ても生活習慣病の罹患率が高
いという特徴をもつ2)．対象地域において，自動車利用
者は公共交通利用者，自転車・徒歩利用者と比較すると，
移動に伴う身体活動量が極めて少ないことが明らかにさ
れている3)． 
一方，他の地方都市における既往研究から，活動目
的・利用交通手段別の行動群間で生じる歩行量の影響が
大きいことが示されている4)．また，交通手段選択する
際に，身体活動をはじめとする健康に関する動機付けが
意思決定に影響することが明らかにされている5)．さら
に，「交通渋滞」「環境」といった公共的な問題意識の
低い被験者に対しても，被験者自身の健康といったより
身近に直接的に感じることのできる動機付けにより，交
通手段転換について一定の効果が得られている6)． 
特に対象地域では，通勤交通手段を転換するためのイ
ンセンティブとして，奨励金あるいは環境への貢献度を
示す情報提供よりも健康支援に対して関心が高いことが
示されている7)．このため，健康に比重を置いた情報提
示により，自動車から自転車・徒歩に転換する意向を形
成する可能性が考えられる． 
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欧州では，健康促進を目的としてモーダルシフトが盛
んに唱えられており，持続可能な交通手段（自転車・徒
歩）への転換を推奨している政策の提案及び研究が行わ
れている 8)．自転車利用に関しては，心理的要因が大き
く影響することが明らかにされている 9)．特に，自転車
利用の促進要因として利便性，阻害要因として外的な制
約が重要な要因であることが示されている．また，自転
車に乗る習慣の有無によって重要視する要因が異なるこ
とが明らかにされている．自転車利用と健康の関連性に
関する研究では，普段の自転車利用の有無を比較すると，
病気を原因とする死亡率の差が 40％生じる結果が示さ
れている 10)．つまり，身体活動量と病気を原因とする死
亡率には関係性があることが明らかにされている．この
研究は，コペンハーゲンの身体活動に関連する要因別の
死亡率についての研究データを参考にしている 11)．さら
に，複数の論文を参考に，健康面を考慮した交通計画へ
のアプローチ方法が検討されている 12)．しかしながら，
実証的な例が不足しているため有効なアプローチの方法
が明確にはされていない． 
一方，トランスセオレティカルモデル(TTM)と呼ばれ
る行動変容を統合的に説明する概念モデルが提唱されて
いる 13)．TTM では，主体の行動に対する準備状態を分
類し，それぞれの状態に対応した支援の在り方を示して
いる．この TTM を通勤交通手段転換に適用すると，そ
のプロセスは図-1のように整理できる． 
本研究では，転換意向のない被験者に対して，情報提
供を行うことによって転換意向の形成を目指し，TTM
の初期段階にあたる転換意向なし（前熟考ステージ）か
ら転換意向あり（熟考ステージ）への移行に着目する．
このため，通勤交通手段転換に関する意向調査を実施し
て，[1]情報提示を含まない単純要請による転換意向，
[2]健康および環境に関わる情報提示による転換意向を
把握する．この意向調査結果を用いて，通勤交通手段の
転換意向形成に関わる要因について分析する．これによ
り，健康および環境に関する情報の組み合わせ提示につ
いて，通勤交通手段の転換意向形成に関わる要因を特定
することを目指す． 
 
 
2．健康意識・環境意識と転換意向の把握 
 
(1) 通勤交通手段転換意向調査の概要 
本研究では，健康意識・環境意識と通勤交通手段転換
意向の関係を把握するために，対象地域において通勤者
を対象とした通勤交通に関する意向調査を実施した． 
このアンケート調査では，対象地域における通勤交通
および健康意識・環境意識の現状把握，単純要請による
転換意向の形成効果および情報提供による転換意向の形 
 
図-1 TTMに基づく通勤交通手段転換への過程 
 
表-1 通勤交通手段転換意向調査の概要 
2014年11月
ポスティング配布・郵送回収
徳島市
3000部
725部（回収率24.2%）
個人属性 性別，年齢，職業，世帯構成
自動車
運転
運転免許，保有台数，燃費，
専有共有，家族送迎
通勤交通 通勤距離，通勤時間，通勤手段，自動車利用不可時の交通手段
運動 運動内容，週間運動時間
健康意識 健康への関心，健康への自信，積極的な運動意識
環境意識 環境への関心，地球環境のための抑制意識
転換意向
単純要請による転換意向，
「転換促進情報の提示」，
情報提供による転換意向，
局所的影響による転換意向
今後の調査の依頼
調
査
構
成
回収部数
調査時期
調査対象
対象地域
配布部数
 
 
成効果の検証を意図している．本研究で実施した意向調
査の概要を表-1に示す． 
調査方法としては，徳島市内の個別世帯を対象として
3,000 世帯をランダム抽出し，ポスティングにより各世
帯に調査票を配布している．配布した封筒表紙に「通勤
を対象としたアンケート」であることを明記し，通勤者
に回答を依頼している．この結果として，郵送回収によ
り 725サンプルからの回答を得ている． 
個人属性，自動車運転，通勤交通，運動など現状把握
に関する質問に続いて，健康および環境に関わる情報提
示による自動車通勤からの転換意向形成の効果把握を意
図して，健康意識および環境意識についての質問，単純
要請による転換意向の質問，転換促進情報の提示，情報
提供による転換意向の質問，局所的影響による転換意向
の質問の順に調査票を構成した．通勤交通手段の転換促
進のための情報内容として， [a] 通勤手段分担率，[b] 身
体活動量，[c] 疾患リスク，[d] 地球環境問題，[e] 転換メ
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リットに関する 5種類の情報を作成した．これらの情報
を 4種類ずつ組み込んだ情報提供内容を 5パターン準備
した．ここで，2 種類または 3 種類の情報を組み合わせ
て提示するパターンも考えられるが，パターン数が増大
することになる．この場合，回収率を上げるためには，
被験者 1名あたりに提示するパターン数は限定せざるを
得ず，各パターンに対する回答サンプル数が減少するこ
とが想定される．そこで本研究では，4 種類の情報内容
をそれぞれ組み合わせた 5パターンに限定して提示する
こととした．被験者にはランダムにいずれか 1パターン
を提示して，その前後で自動車通勤を控える意向を質問
している． 
ここで回答者属性について整理する．性別は男性が
51%とほぼ半数である．年齢階層構成を図-2 に示す．中
年層の比率が高く，特に 40 歳代の割合が大きい．つぎ
に職業構成については，通勤を対象としたアンケートと
していることから，会社員の割合が 42%と最も高く，公
務員 14%を合わせた割合は 56%となっている．一方，主
夫・主婦 10%および無職 13%などの通勤と関係のないサ
ンプルの回答も含まれている．そのため，通勤交通に関
する回答の分析対象は通勤者に，通勤交通手段の転換意
向に関する回答の分析対象は自動車利用通勤者に限定し
ている． 
 
(2) 転換促進情報の設計 
 本節では，自動車通勤から自転車・徒歩通勤への通勤
交通手段転換のために作成した 5種類の転換促進情報の
設計意図に関して記述する． 
第 1項目として，他者の行動の心理的影響を考慮した
情報提示について検討する．社会的同調性を考慮した[a]
通勤手段分担率に関する情報を図-3 に示す．これは，
対象地域の少なからぬ他者が実行できているのであれば，
自分自身も実行可能かもしれないとの考えを想起させる
ことを意図しており，TTM に当てはめるとセルフエフ
ィカシーのモデリング（似た人の成功例）として捉えら
れなくもない．この情報に関しては，徳島都市圏で
2000 年に実施された PT 調査結果を参照している．徳島
都市圏 PT調査結果では，自転車通勤者 16％，徒歩通勤
者 10％で合わせて 26％であり，4人に 1人が自転車また
は徒歩で通勤していることがわかる．この情報は，被験
者に対して同調を促すことを明確にするため「依頼」を
強調した形式で提示した． 
第 2 項目として，TTM での自動車利用を控える負担
軽減を考慮する．対象地域では，健康支援に対して関心
が高いことが先行研究で示されている 7)．本研究では，
健康面のメリットを提示することで転換を促すことを想
定し，図-4 に示す[b]身体活動量に関する情報を提示す
る．この情報に関しては，週 1回通勤手段を自転車また 
5.1
15.0
26.2
22.6
10.8
13.0
7.3
0% 10% 20% 30%
19～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～64歳
65～74歳
75歳～
(N=725)
 
図-2 被験者全体の年齢構成 
 
 
図-3 通勤手段分担率に関する転換促進情報内容 
 
 
図-4 身体活動量に関する転換促進内容 
 
は徒歩に転換した場合に，消費可能な身体活動量 Eb お
よび Ewをそれぞれ，式(1)および式(2)から算出している． 
          
daybbb nMtE        (1) 
          
daywww nMtE        (2) 
 ただし，Eb ：週に一回自動車通勤から自転車通勤に
転換した場合の身体活動量(Ex)，tb ：通勤時間（0.3時
間），Mb：自転車通勤による身体活動の強さ（4Mets），
nday：一週間当たりの通勤日数（1日と仮定），Ew ：週一
回自動車通勤から徒歩通勤に転換した場合の身体活動量
(Ex)， tw ：通勤時間（0.5時間），Mw：徒歩通勤による身
体活動の強さ（3Mets）とする．さらに，一週間に必要
な身体活動量（19Ex）を提示することで，転換により消
費可能な身体活動量と比較可能としている．また，この
情報で示している通勤距離の数値は，対象地域における
既存調査結果を参考に，それぞれの交通手段での通勤を
許容できる距離の平均値を設定にしている14)．したがっ
て，概ね半数程度の被験者が許容可能な距離である．  
 第3項目として，活動的な通勤方法（自転車または徒 
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図-5 疾患リスクに関する転換促進内容 
 
歩）で通勤を行わない場合の健康への影響を示した[c] 
疾患リスクに関する情報を図-5に示す．この情報で用い
ている高血圧症発病リスクおよび2型糖尿病発病リスク
の数値については，2件のコーホート研究結果を用いて
いる15), 16)．この情報は他の情報とは異なり，自動車通勤
を続けることで生じるリスクの認識を与えることで，転
換を促すことを意図している． 
 さらに第 4項目として，通勤手段転換により，地球環
境問題への貢献が可能であることを示す[d]地球環境問
題に関する情報を図-6 に示す．一人あたりの全活動か
ら排出される二酸化炭素排出量の内，自動車利用による
発生割合は 17.2％であることが報告されている 17)．この
情報では，週 1回通勤手段を自転車または徒歩に転換し
た場合に削減可能な排出量を式(3)から算定している． 
                   
car
coiday
low U
Uhn
V 25
       (3) 
 ただし，Vlow：週に一回自動車通勤から自転車および
徒歩通勤に転換した場合の年間CO2削減量，i：対象者，
nday：年間稼働日数 (250日)，hi：往復通勤距離 (10km)，
Uco2：CO2原単位(2.3kg/l)，Ucar：自家用車平均燃費(15km/l)
である．また，身体活動量の転換促進情報と同様に，
TTMの自動車利用を控える負担軽減を考慮して，「週
に1回」という部分を強調している． 
 最後に第5項目として，[e]転換メリットに関する情報
を図-7に示す．この情報は他の情報と共通する部分もあ
るが，自動車利用を控える恩恵を整理したものである． 
以上のような情報[a]～[e]の 1種類ずつを除いた 4種類
の情報について，表-2 に示すように組み合わせること
で，5 種類の情報提示パターン[1]～[5]を構成した．こ
の 5種類の情報提示パターンから，各被験者には1種類
のパターンをランダムに割り付けて提示している． 
 
(3) 健康意識・環境意識および通勤交通手段の整理 
調査結果に基づいて，健康意識・環境意識，通勤交通
手段の現状および転換意向について整理する． 
 
図-6 地球環境問題に関する転換促進内容 
 
 
図-7 転換メリットに関する転換促進内容 
 
表-2 転換促進情報の構成 
 
 
6%
2%
4%
0%
1%
23%
13%
28%
1%
3%
17%
10%
24%
2%
6%
30%
42%
27%
32%
49%
11%
23%
7%
55%
32%
12%
10%
10%
10%
10%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
環境のために
自動車利用を
控える意識
積極的に運動
しようという意識
健康への自信
健康への関心
環境への関心
全くない あまりない どちらでもない 少しある とてもある 無回答  
図-8 健康および環境に関する意識についての回答割合 
 
被験者全体を対象として，健康および環境への意識に
ついて整理する．健康意識および環境意識に関する質問
への回答割合を図-8 に示す．健康および環境について
関心を示す割合は高く，「健康への関心」が「環境への
関心」を上回っている．また，「積極的に運動しようと
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いう意識」が少しでもある割合は，約 65% (=41.8+22.9)で
あった．これは，「環境のために自動車利用を控える意
識」が少しでもある割合 41% (=30.3+11.2)よりも顕著に高
く，運動意識に配慮した MM による通勤交通手段転換
意向形成についての可能性を示すものと考えられる． 
つぎに，通勤交通手段の現状について整理する．現状
の通勤交通手段に対する回答のあった通勤者は508サン
プルであった．そのうち，通勤交通手段として複数の回
答があるサンプルの割合は24.8%であった．これらの複
数回答サンプルの多数は，通勤以外の用務，天候，イベ
ントなどの理由で，日によって代表交通手段を変更する
ことがあるために，複数の交通手段を選択していると考
えられる．一方，少数ではあるが，公共交通とその端末
手段の組み合わせを挙げていると考えられる11サンプル
(2.2%)も含まれている．通勤者のみを対象として，交通
手段別に通勤での利用割合を図-9に示す． 
通勤での自動車利用割合は約7割と最も高く，ついで
自転車利用割合が約3割となっている．ここで自動車の
みでの通勤者は256サンプルで，自動車利用通勤者全体
（348サンプル）の74%であった．一方，自動車利用の
ない自転車通勤者は110サンプルで，通勤者全体の21%
である．また，徒歩のみの通勤者は31サンプルで，通勤
者全体の6%である．したがって，自転車または徒歩の
みでの通勤割合は27%となっている． 
ここで自動車利用通勤者348サンプルが通勤転換意向
の形成効果分析の対象となる．また，通勤距離に関して
は，認知距離を用いている．回答割合として，平均的な
徒歩圏と考えられる2kmまでに23%，平均的な自転車利
用圏と考えられる5kmまででは51%が含まれている． 
 
(4) 情報提示と転換意向の関係 
最初に，健康のための通勤転換意向について整理する．
アンケート調査では，健康および環境への意識について
の質問の直後で，自動車利用通勤者に対して，「健康の
ために自動車利用を控えようと思いますか？」という質
問を行っている．質問の順序としては，転換促進情報を
提示する前のタイミングとなる．これは，健康のための
単純な自動車利用抑制の要請による転換意向形成の可能
性について把握するための質問である．この結果として，
自動車通勤者348サンプルの32%（110サンプル）が自動
車利用を「控えようと思う」または「少し思う」と回答
している．このように，単純要請のみで転換意向が形成
される可能性があることが示された． 
 つぎに，自動車通勤者 348サンプルより，転換促進情
報の提示前後の両方で転換意向について回答のあった
325 サンプルを対象として，その転換意向について比較
する．ここでは，前述した転換促進情報の提示前後で同
一の質問(自動車通勤を控える意向)を行っている．これ 
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図-9 通勤者の通勤交通手段利用率 
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図-10 自動車通勤を控える意向の割合 
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図-11 情報組み合わせパターン別の転換意向形成比率 
 
は，同一の調査票内で情報提示前後の回答を得ることで，
転換意向に与える他の影響を排除する意図がある． 
自動車利用を控える意向についての回答割合を図-10 
に示す．少しでも転換意向がある割合は，情報提示後で
は 41%となり，情報提示前より 8%程度増加している．
このように情報提示により転換意向のない状態から転換
意向がある状態へ移行したサンプルがみられる． 
 自動車利用を控える意向に寄与する情報提示内容とそ
の適切な組み合わせについて検討する．自動車利用を控
える意向に関して，「転換意向あり (控えようと思う，
少し思う) 」，「転換意向なし (どちらでもない，あま
り思わない，控えようとは思わない) 」に 2分類し，情
報提示前後で「転換意向なし」から「転換意向あり」に
変化した割合を情報パターン別に比較して図-11 に示す． 
ここで，パターン[1]およびパターン[5]では，情報提
示による転換意向形成比率は 2割程度となっており，そ
れ以外のパターンと比較して高い割合となっている．こ
れらのパターン[1] およびパターン[5]ではいずれも，
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[b]身体活動量，[c]疾患リスク，[d]地球環境問題の情報
が含まれている（表-2参照）． 
さらにパターン[1] およびパターン[5]とそれ以外の
パターン[2][3][4]の 2 グループに分類して，情報提示
による転換意向形成比率について母比率の差の検定を行
った．検定統計量 z値は 3.68と算定され，この 2グルー
プで統計的に有意な差があることがわかった．したがっ
て，健康および環境に配慮した MM では，[b]身体活動
量，[c]疾患リスク，[d]地球環境問題の 3種類の情報を組
み合わせて提示することで「転換意向なし」から「転換
意向あり」へ移行を促す可能性があると考えられる． 
これらの情報にはいずれも具体的な数値情報が含まれ
ている．一方，[e]転換メリットに関する情報は，具体的
な数値による説明がないことから，有効でなかったと考
えられる．また，TTM の解釈によれば，セルフエフィ
カシーは前熟考段階（転換意向なし）から熟考段階（転
換意向あり）への移行には影響がないことから[a]通勤手
段分担率の情報は有効な組み合わせに含まれなかったと
考えられる． 
 
 
3．通勤交通手段転換意向に関わる要因の分析 
 
(1) 転換意向に関わる要因 
転換意向により被験者を 3分類し，転換意向に影響を
及ぼす可能性がある要因との関係について分析する． 
具体的には，転換意向なし 197サンプル，健康のため
に自動車利用を控える意向を持つ 110サンプル（情報提
供前に転換意向あり），転換促進情報を提供することに
より転換意向を示した 41 サンプル（情報提供後に転換
意向あり）に分類する． 
 転換意向別にみた環境への関心の回答割合を図-12 に
示す．「転換意向なし」の被験者に関しては，環境への
関心が「とてもある」との回答割合が少なく，肯定的で
ない回答割合が 2 割程度である．一方，「転換意向あ
り」および「情報での転換」の被験者に関しては，肯定
的でない回答はほとんどみられない． 
つぎに，転換意向別にみた地球環境のための自動車抑
制意識の回答割合を図-13 に示す．「転換意向あり」の
被験者に関しては，地球環境のために自動車利用抑制意
識について 62%が肯定的な回答をしている．これは，
「転換意向なし」の 26%と比較して顕著に高い． 
続いて，転換意向別に積極的な運動意識の回答割合を
図-14 に示す．「転換意向あり」の被験者に関しては，
積極的な運動意識について 86%が肯定的な回答をしてい
る．これについても，「転換意向なし」の 58%と比較し
て顕著に高い． 
 通勤距離別にみた転換意向の構成を図-15に示す． 
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図-12 環境への関心と転換意向の関係 
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図-13   地球環境のための自動車利用抑制意識と転換意向の関係 
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図-14 積極的な運動意識と転換意向の関係 
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図-15 通勤距離と転換意向の関係 
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通勤距離の大きさに対応して，「転換意向あり」の割合
が低くなる傾向にあることがわかる．一方，「情報での
転換」と通勤距離の関係は明確でない． 
  
(2) 単純要請による転換意向形成モデルの構築 
 ここでは，情報提示を含まない単純な自動車利用抑制
の要請による転換意向形成に影響を与える要因を分析す
る．特に，「転換意向なし」から「転換意向あり」への
移行に関わる要因を特定することを主眼とし，積極的転
換意向（控えようと思う）についても分類することを考
える．そこで，転換意向を3段階（転換意向なし，転換
意向あり，積極的転換意向）で表現可能な順序ロジット
モデルを適用することとした． 
 自動車通勤者348サンプルを対象として，意向調査で
得られた通勤距離などの連続変数を含む多様な要因を説
明変数とした．前節までの分析を踏まえて，環境への関
心，健康への関心，健康への自信，積極的な運動意識，
地球環境のための抑制意識については，「少しある」ま
たは「とてもある」の回答に対応したダミー変数とした． 
計測可能な全要因を対象とし，最尤推定法により係数
パラメータ値を推定し，AICを基準として要因を順次削
除していった．最終的に得られた推定結果を表-3 に示
す． 
 モデルパラメータ推定結果から，前節で検討した「環
境への関心」，「積極的な運動意識」，「地球環境のた
めの自動車利用抑制意識」が，単純要請による転換意向
形成に影響を与えることが統計的に検証された．また，
「通勤距離」に関しても，転換意向形成を阻害する要因
であることが検証された．これらの要因以外では，普段
の運動としてサイクリングに取り組んでいる場合，自転
車利用での通勤経験がある場合には転換意向が形成され
やすいことが示された．一方，専用車両を運転可能な場
合および1週間での運動時間に応じて，転換意向形成が
阻害されることがわかった． 
 
(3) 情報提示による転換意向モデルの構築 
 ここでは，単純要請による「転換意向あり」の被験者
を除く自動車通勤者 238サンプルを対象として，情報提
示が転換促進に与える影響について分析する．特に，
「転換意向なし」から「転換意向あり」への移行に関わ
る情報提示とその関連要因を特定することを主眼とする
ため，転換意向有無を分類する二項ロジットモデルを適
用する． 
 説明変数としては，計測可能な全要因を対象とし，通
勤手段分担率，身体活動量，疾患リスク，地球環境問題，
転換メリットに関する情報の有無およびそれぞれの組み
合わせについてダミー変数として含めている．最尤推定
法により係数パラメータ値を推定し，AICを基準として 
表-3 単純要請による転換意向形成モデルの推定結果 
要因 係数
通勤距離(km) -0.045 -2.536 *
環境への関心 1.610 2.085 *
積極的な運動意識 1.319 3.817 *
地球環境のための抑制意識 1.015 3.781 *
職業(公務員) 0.782 2.095 *
同居(中高生) 0.793 2.405 *
専用車両運転 -0.706 -2.152 *
運動内容(サイクリング) 1.467 2.882 *
運動時間(分/週) -0.002 -2.042 *
自転車利用通勤経験 0.888 2.791 *
転換意向有無境界値 3.041 3.596 *
積極的転換意向境界値 4.869 5.593 *
AIC: 489.1 *5%有意
t値
 
 
表-4 情報提示を含む転換意向形成モデルの推定結果 
要因 係数
定数項 -4.918 -4.745 *
情報組み合わせ[b][c][d] 0.788 2.927 *
通勤距離(km) -0.019 -1.504
環境への関心 2.649 2.597 *
積極的な運動意識 0.743 2.852 *
地球環境のための抑制意識 0.537 2.549 *
同居(中高生) 0.533 2.086 *
自転車利用通勤経験 0.510 2.068 *
AIC: 634.1
t値
*5%有意  
 
要因を順次削除していった．最終的に得られた推定結果
では，[b]身体活動量・[c]疾患リスクおよび[d]地球環境
問題についての情報組み合わせダミー（推定値：
0.966），地球環境のための自動車利用抑制意識ダミー
（推定値：0.866）および定数項（推定値：-0.302）のみ
が統計的に有意となった．それぞれの情報のみ，あるい
は他の組み合わせでは有意とならず，この情報組み合わ
せでのみ有意となった． 
 この結果を受けて，単純要請による転換意向形成と，
情報提示による転換意向形成を統合的に表すことを試み
る．自動車通勤者 348サンプルを対象として，情報提示
有無の 2場面での転換意向有無を分類するために，二項
ロジットモデルを適用する．  
 説明変数としては，単純要請による転換意向形成モデ
ルで有意となった要因と，情報提示による転換意向形成
モデルで有意となった[b]身体活動量・[c]疾患リスクおよ
び[d]地球環境問題についての情報組み合わせダミーを
用いる．最尤推定法により係数パラメータ値を推定し，
AIC を基準として要因を順次削除していった．最終的に
得られた推定結果を表-4に示す． 
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 情報提示による転換意向形成での分析結果と同様に，
[b]身体活動量・[c]疾患リスクおよび[d]地球環境問題に
ついての情報組み合わせについて，統計的に有意である
ことが検証された．また，「環境への関心」，「積極的
な運動意識」，「地球環境のための自動車利用抑制意
識」が転換意向形成に影響を与えることが検証された．
これらの要因以外では，中高生の同居の場合および自転
車利用での通勤経験がある場合に，転換意向が形成され
やすいことが示された． 
 
 
4．おわりに 
 
 本研究では，通勤交通手段転換の促進のための情報提
供実験を意図したアンケート調査を実施し，「転換意向
なし」から「転換意向あり」への移行に着目して，健康
および環境に関する組み合わせ情報提示による転換意向
の形成効果を把握するとともに，健康と環境に関わる両
面から転換意向に影響を与える要因を特定した．本研究
の成果は，以下のように整理できる． 
1) 健康への関心を示す割合は高く，情報提示を含まな
い健康のための単純な自動車利用抑制の要請によっ
て，転換意向が形成される可能性がある．また，転
換意向の ない自動車通勤者に対しても，適切な情報
提示により転換意向が形成される可能性がある． 
2) 情報提示を含まない単純要請による転換意向形成に
は，積極的な運動意識だけでなく，環境問題への関
心が影響することがわかった．また，通勤距離が転
換意向形成を阻害する要因であることも検証された．
したがって，通勤距離が長距離でなく，積極的な運
動意識と環境問題への高い関心を示す対象者群に対
しては，単純要請だけでも転換意向を示す可能性が
あるといえる． 
3) 情報提示による転換意向形成効果に関しては，疾患リ
スク，身体活動量および地球環境問題についての情
報を組み合わせて提供することにより，自動車利用
を控える意向を形成する可能性が高まることがわか
った． 
 モビリティマネジメントの実務においては，これらの
知見に基づいて，転換意向をもつ可能性が高い被験者を，
個々を対象とした丁寧なコミュニケーションの対象者と
して特定できる．これにより，被験者群が大規模な場合
にも，コミュニケーションにかかるコストを抑制しつつ，
より効率的に通勤交通手段転換の実行に至る対象者の割
合を高めることが可能となると考えられる． 
 今後の課題としては，1)局所的相互作用の影響の把握
が挙げられる.これは，身近な関係者が健康のために自
転車・徒歩通勤に転換した場合など，他者の影響が転換
意向形成に及ぼす影響を把握する必要性がある.また，
2)転換意向をもつ被験者を対象に，実証実験への参加意
向の表明（準備段階）に関わる要因を把握するとともに，
その効果を検証するための実証実験の実施が必要である． 
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ANALYSIS OF INTENTION FOR MODAL SHIFT ON COMMUTING TRIP  
WITH COMBINATION OF ENVIRONMENTAL INFORMATION  
AND ADVICE FOR HEALTH 
 
Masashi OKUSHIMA, Misaki TAKUWA and Akio KONDO 
 
The present study aims at promoting the intention of modal shift on commuting with mobility man-
agement in local city. The effects of information for health support and environmental concern are esti-
mated to influence intentionally of modal shift on commuting by car with the support of information for 
health support and global warming based on the questionnaire survey in Tokushima city. Therefore, The 
factors for promoting the intention of modal shift are identified. 
As a result, appropriate information promoting intention of modal shift for car commuter. It can be 
found out that not only active awareness but also interest in environment influences the intention of mod-
al shift with simple request. On the other hand, the advise can be effective, which includes the issue of 
disease risk, physical active mass and the global environment problem, for the trip makers without reac-
tion for the simple request. 
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